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２．基準差調整表 

当行グループは、日本基準に準拠した連結財務諸表に加えて、IFRS 連結財務諸表を参考情報として開示しております。日

本基準と IFRS では重要な会計方針が異なることから、以下のとおり当行グループの資産、負債及び資本に対する調整表並び

に当期利益（損失）の調整表を記載しております。 

 

（１）資産、負債及び資本に対する調整表 

第13期（2025年３月期） 
 

      （単位：百万円）

日本基準 表示組替 
認識及び 

測定の差異 
IFRS  注記 

        
資産     資産   
現金預け金  2,762,447 － 1,764 2,764,212 現金預け金  

 

  － 85,851 － 85,851 金融派生商品資産  A 

  － 430,613 4,609 435,222

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産  B,C 

有価証券  318,317 (263,009) 6,889 62,198 有価証券  B,C 

貸出金  15,414,487 (546,293) 58,080 14,926,274 貸出金及びその他の債権  B,D 

  － 59,467 26,412 85,879

持分法で会計処理されている

投資  C,E 

有形固定資産  34,834 － － 34,834 有形固定資産   
無形固定資産  8,949 (8,949) － －    
退職給付に係る資産  418 (418) － －    
その他資産  1,101,662 (187,009) 1,842 916,496 その他の資産  A,D,F 

支払承諾見返  1,325,383 － (1,325,383) －   H 

貸倒引当金  (501,749) 501,749 － －   D 

資産合計  20,464,753 72,000 (1,225,784) 19,310,969 資産合計   

        
負債     負債   

  － 895,114 － 895,114 金融派生商品負債  A 

借用金  8,720,489 － － 8,720,489 借用金   
社債  6,119,651 － (156,131) 5,963,519 社債  G 

  － (15,259) 76,468 61,209 金融保証契約負債  H 

退職給付に係る負債  4,476 (4,476) － －   I 

役員退職慰労引当金  51 (51) － －    
その他負債  1,048,118 (802,666) 15,442 260,893 その他の負債  A,F,I,K 

賞与引当金  649 (649) － －    
役員賞与引当金  10 (10) － －    
支払承諾  1,325,383 － (1,325,383) －   H 

負債合計  17,218,831 72,000 (1,389,604) 15,901,226 負債合計   

        
純資産     資本   
資本金  2,332,800 － － 2,332,800 資本金  
利益剰余金  1,163,445 － (121,755) 1,041,689 利益剰余金   

  － (269,725) 303,408 33,683 その他の資本の構成要素  E,I 

その他有価証券評価差額金  28,329 (28,329) － －   C 

繰延ヘッジ損益  (298,579) 298,579 － －   A 

為替換算調整勘定  524 (524) － －   E 

非支配株主持分  19,402 － (17,832) 1,569 非支配持分  K 

純資産合計  3,245,922 － 163,820 3,409,742 資本合計   
負債及び純資産の合計  20,464,753 72,000 (1,225,784) 19,310,969 負債及び資本の合計   
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第14期（2026年３月期） 

      （単位：百万円）

日本基準 表示組替 
認識及び 

測定の差異 
IFRS  注記 

          
資産       資産   
現金預け金  2,140,217 －  979 2,141,196 現金預け金  

 

  － 66,915  － 66,915 金融派生商品資産  A 

  － 451,281  9 451,291 

純損益を通じて公正価値で

測定する金融資産  B,C 

有価証券  364,815 (311,972 ) 16,355 69,197 有価証券  B,C 

貸出金  15,656,959 (534,963 ) 55,101 15,177,097 貸出金及びその他の債権  B,D 

  － 61,264  30,820 92,084 

持分法で会計処理されてい

る投資  C,E 

有形固定資産  35,510 －  － 35,510 有形固定資産   
無形固定資産  7,075 (7,075 ) － －    
退職給付に係る資産  1,174 (1,174 ) － －    
その他資産  1,271,050 (150,639 ) (414) 1,119,996 その他の資産  A,D,F 

支払承諾見返  1,449,642 －  (1,449,642) －   H 

貸倒引当金  (480,477) 480,477  － －   D 

資産合計  20,445,967 54,111  (1,346,789) 19,153,290 資産合計   

          
負債       負債   

  － 1,143,205  － 1,143,205 金融派生商品負債  A 

借用金  8,767,688 －  － 8,767,688 借用金   
社債  5,271,662 －  (124,254) 5,147,407 社債  G 

  － －  48,749 48,749 金融保証契約負債  H 

退職給付に係る負債  4,167 (4,167 ) － －   I 

役員退職慰労引当金  63 (63 ) － －    
その他負債  1,252,691 (1,084,068 ) 49,505 218,128 その他の負債  A,F,I,K 

賞与引当金  782 (782 ) － －    
役員賞与引当金  11 (11 ) － －    
支払承諾  1,449,642 －  (1,449,642) －   H 

負債合計  16,746,711 54,111  (1,475,642) 15,325,180 負債合計   

          
純資産       資本   
資本金  2,702,800 －  － 2,702,800 資本金  
利益剰余金  1,258,381 －  (175,087) 1,083,293 利益剰余金   

  － (286,035 ) 326,358 40,323 その他の資本の構成要素  E,I 

その他有価証券評価差額金  45,254 (45,254 ) － －   C 

繰延ヘッジ損益  (333,195) 333,195  － －   A 

為替換算調整勘定  1,905 (1,905 ) － －   E 

非支配株主持分  24,110 －  (22,417) 1,692 非支配持分  K 

純資産合計  3,699,255 －  128,853 3,828,109 資本合計   
負債及び純資産の合計  20,445,967 54,111  (1,346,789) 19,153,290 負債及び資本の合計   
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（２）当期利益（損失）の調整表 

第13期（2025年３月期） 

 
       （単位：百万円）

日本基準 表示組替 
認識及び 

測定の差異 
IFRS  注記 

          
資金運用収益  984,272  (4,911) 3,220 982,581 利息収益  B,D 

資金調達費用  867,154  (343,513) 2,316 525,956 利息費用  A,G 

     456,625 純利息収益   
役務取引等収益  21,150  (14) (9,830) 11,305 役務取引等収益  B 

役務取引等費用  4,522  － 51 4,574 役務取引等費用   

  －  342,723 44,121 386,845 純金融派生商品費用  A 

組合出資に係る持分利益※1  4,943  (4,943) － －   B 

  －  7,597 (58,361) (50,764) 

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産に係る純利得

(損失)  B 

その他業務収益  796  (796) － －    
その他の経常収益※1  5,048  (5,048) － －   B 

固定資産処分益  15  (15) － －    
段階取得に係る差益  2,558  (2,558) － －    
負ののれん発生益  1  (1) － －    

  －  (13,116) 19,253 6,137 その他の収益   

    424,742 利息以外の費用   

      31,882 業務収益   
償却債権取立益※1  12,646  (12,646) － －   D 

貸倒引当金繰入額※2  20,524  (20,524) － －   D 

  －  8,163 4,531 12,695 金融資産の減損損失  D 

      19,187 純業務収益   
その他業務費用  4,293  (4,293) － －    
営業経費  29,870  － 264 30,135 営業費用  I 

その他の経常費用※2  19,826  (19,826) － －   B 

  －  3,200 (1,829) 1,371 その他の費用   

     31,506 業務費用   
持分法による投資利益※1  16  2,386 (213) 2,189 持分法による投資利益  E 

     (10,128) 税引前損失   
法人税等  217  － 1 218 法人所得税費用   
当期純利益  85,042  － (95,389) (10,347) 当期損失   
 

 
※1 これらの科目は、日本基準の「その他経常収益」に含まれております。 
※2 これらの科目は、日本基準の「その他経常費用」に含まれております。 
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第14期（2026年３月期） 

  
      （単位：百万円）

日本基準 表示組替 
認識及び 

測定の差異 
IFRS  注記 

           
資金運用収益  779,557  (5,085) 4,418 778,890  利息収益  B,D 

資金調達費用  654,796  (233,203) 2,136 423,730  利息費用  A,G 

       355,159  純利息収益   
役務取引等収益  21,836  (2) (7,743) 14,090  役務取引等収益  B 

役務取引等費用  4,616  － 29 4,646  役務取引等費用   

  －  232,884 65,905 298,790  純金融派生商品費用  A 

組合出資に係る持分利益※1  16,791  (16,791) － －    B 

  －  25,446 11,488 36,935  

純損益を通じて公正価値で

測定する金融資産に係る純

利得(損失)  B 

その他業務収益  37,899  (37,899) － －     
その他の経常収益※1  10,615  (10,615) － －    B 

固定資産処分益  14  (14) － －     

  －  36,099 (4,163) 31,936  その他の収益   

    220,473  利息以外の費用   

      134,686  業務収益   
償却債権取立益※1  7,532  (7,532) － －    D 

貸倒引当金繰入額※2  48,284  (48,284) － －    D 

  －  41,547 (15,963) 25,584  金融資産の減損損失  D 

      109,102  純業務収益   
その他業務費用  1,373  (1,373) － －     
営業経費  30,954  － 475 31,430  営業費用  I 

その他の経常費用※2  6,354  (6,354) － －    B 

  －  2,085 3,671 5,757  その他の費用   

     37,187  業務費用   
持分法による投資利益※1  8,562  3,695 － 12,257  持分法による投資利益  E 

     84,172  税引前利益   
法人税等  123  － 1 124  法人所得税費用   
当期純利益  136,304  － (52,255) 84,048  当期利益   
 

 
※1 これらの科目は、日本基準の「その他経常収益」に含まれております。 
※2 これらの科目は、日本基準の「その他経常費用」に含まれております。 
 

  



 株式会社国際協力銀行 5 

資産、負債及び資本の調整表並びに当期利益（損失）の調整表に関する注記 

 

A. 金融派生商品資産及び金融派生商品負債 

（１）ヘッジ会計 

当行グループは、為替リスク及び金利リスクをヘッジする目的で金融派生商品を利用しております。当行グループは、日本基準連結

財務諸表より会計上のミスマッチを消去するため、公正価値ベースで99.9%以上のデリバティブ取引に対して、マクロヘッジを含むヘッ

ジ会計を適用しております。 

2012年のIFRS適用時から2018年3月期末まで、当行グループはIAS第39号のヘッジ会計を適用せず、IFRS連結財務諸表にはデリバ

ティブ取引を用いたリスク管理活動の効果が反映されておりませんでした。当行グループは、IFRS第９号適用後の2018年4月1日以降

に発行された社債の金利リスクの公正価値ヘッジを主な対象として、ヘッジ会計を適用しております。 

IFRSのヘッジ会計の詳細は連結財務諸表の注記３.G 及び注記８に記載されております。加えて、日本基準では繰延ヘッジ損益とな

る「金融派生商品評価損益」及びIFRS公正価値ヘッジ適用によるヘッジ対象の帳簿価額の調整損益は、連結財務諸表の注記27に記

載されております。 

 

（２）金融派生商品資産及び金融派生商品負債の相殺表示 

日本基準では、金融派生商品資産及び金融派生商品負債について、相殺要件を満たす取引の金額を取引相手ごとに相殺し、「その

他資産」又は「その他負債」に含めて表示しています。IFRSでは、金融派生商品資産及び金融派生商品負債のうちIFRSの相殺の要件

を満たさないものについて、「金融派生商品資産」又は「金融派生商品負債」として総額で表示しております。 

 

B. 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

IFRSでは、金融資産の契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息のみでない場合、当該金融資産を純損益を通じ

て公正価値で測定しております。契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息のみであり、契約上のキャッシュ・フロ

ーの回収のみを目的として保有する場合は、当該金融資産を償却原価で測定しております。一方、日本基準では、金融資産の法的

形態及び保有目的に従って測定方法が定められております。 

当行グループが保有し、持分法で会計処理されている投資を除く株式、組合出資、投資信託及び一部の貸出金については、その契

約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息のみでないため、IFRSでは公正価値で測定し、「純損益を通じて公正価

値で測定する金融資産」として表示しております。一方、日本基準では法的形態及び保有目的に従って取得原価又は公正価値で測

定し、「有価証券」又は「貸出金」として表示しております。日本基準では、株式については発行会社の財政状態の悪化により実質価

額が著しく低下したときは、評価額の減額を行い、評価差額は当期の減損損失として処理しております。 

また、IFRSでは、当該資産より生じるすべての損益を「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に係る純利得（損失）」に含めて

表示しております。一方、日本基準では、受取利息及び受取配当金を「資金運用収益」、受取手数料を「役務取引等収益」、当該資産

の公正価値の変動及び売却により生じる実現損益を、収益の場合は「その他の経常収益」として、費用の場合は「その他の経常費

用」として表示しております。 

 

C. 有価証券 

関連会社及び共同支配企業に対する投資は、日本基準では「有価証券」、IFRSでは「持分法で会計処理されている投資」として表示し

ております。なお、測定方法の違いについては「E. 持分法で会計処理されている投資」をご参照下さい。 

関連会社及び共同支配企業に対する投資以外の株式、組合出資及び投資信託は、日本基準では「有価証券」、IFRSでは「純損益を

通じて公正価値で測定する金融資産」として表示しております。なお、測定方法の違いについては「B. 純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産」をご参照ください。 

債券は、日本基準及びIFRSにおいて「有価証券」として表示しております。測定方法については、日本基準では時価により評価し、評

価差額を「その他有価証券評価差額金」として認識しております。一方、IFRSでは償却原価により測定しております。 

IFRSでは、償却原価により測定する有価証券に対して予想信用損失モデルに基づく減損損失を認識しております。減損損失は金融

資産の当初認識後の信用リスクの変化の程度に応じて、報告日から12か月又は報告日後の全期間に発生すると見込まれる予想信

用損失を見積り計上しております。測定された減損損失は有価証券から貸倒引当金を通じて控除しております。 

 

D. 貸出金及びその他の債権 
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IFRSの「貸出金及びその他の債権」は、日本基準の「その他資産」に含む未収貸出金利息及び「H. 金融保証契約負債」に記載してい

る金融保証契約資産を含みますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は含みません。 

貸出金及びその他の債権は、当初認識時に、直接帰属する取引費用を加えた公正価値で測定し、当初認識後は実効金利法を用い

た償却原価で測定しております。貸出金の組成手数料は、関連する貸出金の組成と不可分であるとみなされる場合、実効金利法の

一部として償却されます。また、貸出金及びその他の債権の当初認識後に契約条件の変更等がなされた場合、当該金融資産からの

キャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅するか、一定の会計基準上の要件に該当する場合には当該金融資産の認識は中止

され、認識の中止がなされた帳簿価額と新たに認識した金融資産の差額が純損益として認識されます。 

日本基準では、個別貸倒引当金に加えて一般貸倒引当金を計上しております。一方、IFRSでは予想信用損失モデルに基づく減損損

失を見積り計上し、測定された減損損失は貸出金及びその他の債権から貸倒引当金を通じて控除しております。予想信用損失の計

上方法については、「C. 有価証券」をご参照ください。また、当初認識後に条件変更等があった場合でも、一定の要件に該当する場

合は、金融資産の消滅の認識要件を満たしていない取引と判断されます。 

 

E. 持分法で会計処理されている投資 

関連会社及び共同支配企業に対する投資は、主に組合出資です。日本基準では、一部の組合出資に対して持分法を適用しておりま

す。一方、IFRSでは、当行の子会社を通じて保有される投資を除き（それらの投資はIAS第28号の免除規程の適用により公正価値に

より測定される）、関連会社及び共同支配企業に対する投資と判断されたすべての組合出資に対して持分法を適用しております。そ

のため、日本基準で持分法を適用していない組合損益のうち、IFRSにおいて持分法を適用した組合出資に係る損益については、「持

分法による投資利益（損失）」として表示しております。 

持分法適用の結果生じる在外営業活動体の為替換算差額は、IFRSでは「その他の資本の構成要素」として認識し、日本基準では「為

替換算調整勘定」として表示しております。 

 

F. リース 

当行グループがリースの借手となる取引は、主に事務所の賃借です。日本基準ではリース取引を、リスク・経済価値アプローチに基づ

き、ファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引に分類しております。当行グループの主なリース取引はオペレーティング・

リース取引に分類されており、リース料を発生時に費用処理しております。一方、IFRSでは、原則としてリース開始日に使用権資産及

びリース負債を連結財政状態計算書にそれぞれ「その他の資産」及び「その他の負債」として当初認識しております。当初認識後は、

使用権資産は取得原価より減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で事後測定し、リース負債は実効金利法による償

却原価で事後測定しております。 

なお、当行グループがリースの貸手となる取引はありません。 

 

G. 社債 

日本基準では社債発行費を支出時に全額費用処理しております。IFRSでは、社債は当初認識時に、引受手数料及び発行時割引額

等の社債発行に直接帰属する取引費用を控除した公正価値により測定し、当初認識後は、実効金利法による償却原価により測定し

ております。また、IFRS第９号に従いヘッジ会計を適用している社債については、ヘッジされたリスクに起因する公正価値の変動を帳

簿価額に調整しております。 

 

H. 金融保証契約負債 

金融保証契約は、日本基準では、保証債務残高を「支払承諾見返」及び「支払承諾」として資産及び負債に同額で計上しております。

一方、IFRSでは、当初認識時に「金融保証契約負債」を金融保証契約資産と共に公正価値により測定します。また、当初認識後にお

いては、IFRS第９号に従って算出された損失引当金の金額と、当初認識額から、該当があれば、IFRS第15号「顧客との契約から生じ

る収益」に従って認識された累積償却額を控除した金額のいずれか高い金額により測定されます。 

 

I. 退職給付に係る負債 

日本基準では、確定給付制度より発生した数理計算上の差異を、発生年度に一括費用処理（純損益として認識）しております。一方、

IFRSでは、確定給付制度の再測定額を発生年度に「その他の資本の構成要素」として認識し、直ちに利益剰余金に振替えておりま

す。また、退職給付債務についてIFRSに基づいた再測定を行っており、退職給付債務の期間配分方法等により生じた差異について、

「営業費用」として認識しております。なお、退職給付に係る負債は、「その他の負債」に含めて表示しております。 
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J. 連結決算日と子会社の決算日との差異 

日本基準では、子会社の決算日と連結決算日との差異が３カ月を越えない場合、重要な連結会社間の取引のみを子会社の財務諸

表に反映することが求められております。したがって、当行グループは日本基準における連結決算上、重要な連結会社間の取引のみ

について調整を行っております。一方、IFRSでは、実務上不可能な場合を除き、連結子会社の財務諸表は親会社の決算日で作成す

ることが求められております。そのため、当行グループは決算日が連結決算日と異なる子会社について、連結決算日と子会社の決算

日が一致する財務諸表を作成しております。 

 

K. 負債性金融商品に対する非支配持分の表示 

日本基準では、非支配持分は連結財務諸表の純資産の部に表示しております。一方、IFRSでは、連結子会社であるリミテッド・パート

ナーシップ（投資事業有限責任組合）に対する非支配持分は、IAS第32号に従って負債の部の「その他の負債」として表示しておりま

す。 

 


